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未取組団体に対するフォローアップ調査（平成27年度実施）

○ 平成27年９月に中心市要件に該当するが、定住自立圏形成協定（方針）を締結していない市（166団体）に

対して、協定等締結の意向があるかどうかフォローアップ調査を実施。

○ 調査団体のうち、本年８月時点で合併市要件の期限切れ団体や連携中枢都市の要件該当市を除く80団
体では、協定等締結の意向のあるのは４市。

定住自立圏に取り組まない理由（複数回答可）

【アンケート対象市から示された意見例】
○ 近隣市町村に対して働き掛けを行っているが、近隣市町村においては協定締結に関して内部調整中である
○ 具体的な連携先は想定していないが、定住自立圏の取組は研究している段階である
○ 個別の事業について、一部事務組合等を通じて既に連携しているため必要性が低い
○ 連携が想定される団体と合併、あるいはその予定がある
○ 合併頓挫の経緯から連携の協議の機運が欠けている
○ 近隣市町村の方に中心性がある、あるいは規模的に同程度であり、中心市宣言を実施しがたい
○ 中心市要件を満たす市が近隣に多数存在する
○ 近隣市町村から連携への関心が示されない
○ 離島である、面積が広大等により連携先が考えにくい
○ 財政的なメリットが感じられない（不交付団体等）
○ 事務的な負担の増大を懸念 等

※80団体の回答を集計
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未取組団体に対するフォローアップ調査（平成28年度）（案）

○未取組中心市

（１） 現在、定住自立圏形成協定を締結し、又は方針を策定する予定

があるか。

（２）ｰ１ （（１）で「はい」と回答した場合） 今後の予定

（２）ｰ２ （（１）で「はい」と回答した場合） 定住自立圏に取り組む理由・

背景

（２）ｰ３ （（１）で「はい」と回答した場合） 連携することを予定している

市町村名

（３）ｰ１ （（１）で「いいえ」と回答した場合） 課題

・ 近隣市町村との調整

・ 連携が想定される事業の検討

・ 中心市としての負担の緩和

・ 旧市町村への配慮（合併１市の場合）

・ 近隣市町村との生活圏の差異

・ 協議会や広域連合等、既に他の枠組みで行っている

事業連携との切り分け

・ 関係自治体、関係者への広域連携の必要性の説明 など

（３）ｰ２ （（１）で「いいえ」と回答した場合） 過去における検討の経緯

・ 現在の市長を含む検討体制の有無 など

（３）ｰ３ （連携中枢都市の要件を満たす市町村に対し、）

・ 連携中枢都市圏構想に取り組む予定

・ 定住自立圏構想に取り組む予定

・ 取組予定なし

（４） 定住自立圏構想に関し、国に要望する事項

【調査期間】 平成28年９月末 ～ 10月中旬

【調査対象】 ・ 未取組中心市 （107市） （平成28年８月末時点。宣言連携中枢都市を除く。）

・ 未取組中心市を包括する都道府県

○未取組中心市を包括する都道府県

（１）都道府県としての定住自立圏構想に対するスタンス

・積極的に圏域形成を進めたい

・市町村の発意に委ねるべきと考える など

（２）定住自立圏の形成が進まない理由（取組割合が低い県）

（３）未取組中心市の取組に関する所見

（４）市町村の広域連携施策への支援内容

（５）定住自立圏構想に関し、国に要望する事項
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